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国内市場環境変化に直面している製薬企業の営業課題
KPMG コンサルティング株式会社

パートナー　栗原　純一

2000 年の診療報酬改定を皮切りにスタートした地域医療連携の実現に向けた
医療政策は、現在、地域包括ケアシステムの構築推進等の新たなフェーズを迎
えており、今後、地域単位での医療機関の再編が加速すると考えられます。ま
た、MR の訪問先である医療機関においては、訪問規制・接待規制を強めており、
医師は Web 講演会等のマルチチャネルを通じた情報収集を積極的に行ってい
ます。一方、製薬企業各社の新薬開発傾向を分析してみると、ニッチ・スペシャ
リティ領域にシフトしていく動きが主流となっています。こういった環境変化
において製薬企業の営業はどうあるべきでしょうか。
本稿においては、環境変化の概要をご説明しつつ、営業における課題に関して
論じていきたいと思います。
なお、本文中の意見に関する部分は、筆者の私見であることをあらかじめお断
りしておきます。

 

【ポイント】
◦	�地域単位での医療機関の機能分化と連携が進む中、製薬企業には患者の円

滑な引継ぎに貢献する医薬品情報の提供等、地域の医療・介護を繋ぐ活動
が期待されている。

◦	�医師の行動変容に応えるために、MR とマルチチャネルを組み合わせた情
報提供のあり方が求められている。

◦	�ニッチ・スペシャリティ領域・製品に関しては、患者単位のより深く専門
的な情報の提供、エビデンスの創出と臨床現場へのフィードバックが期待
されている。

◦	�これらに応えるためには、製薬企業は、エリアマーケティングの強化、将
来予測に基づく医療機関ターゲティング、ハイブリット型営業組織の採用、
医師と MR とマルチチャネルを繋ぐ IT の整備等、営業全般に目を向けた
統合的アプローチにより、自社の課題を特定し解決していく必要がある。

Ⅰ 製薬業界を取り囲む環境の変化

1.	2025年を見据えた医療提供体制改革

（1）	�地域における医療・介護の総合的な確保を図るための
医療政策が推進されている

厚生労働省は、団塊の世代が75歳以上の後期高齢者とな

る2025年に向けて、医療提供体制改革を推進しています。
2025年に向けた医療政策に関するスケジュールを見てみると、
2018年が変革のピークになると考えられます。この年度にお
いて、診療報酬と介護報酬の改定が同時に実施されることに
加えて、第7次医療計画と第7次介護保険事業計画がスタート
します。2025年医療提供体制モデルの完成に向けて重要な位
置付けになる年度です。

厚生労働省発表の資料によると、2025年モデルが完成する
と、医療機関は、高度急性期、一般急性期、亜急性期、長期
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報告しています。都道府県は、この報告等を基に、「地域医療
構想（地域医療ビジョン）」の策定を本年度から進めます。地
域医療構想には、市町村等ごとの将来の在宅医療の必要量を
示すとともに、在宅医療を担う医療機関や訪問看護等の提供
体制に係る目標や役割分担、在宅療養患者の病状の変化に応
じた病床確保の在り方等が盛り込まれます。なお、この医療
機関による報告資料は、住民に公開されるようになります。

この地域医療構想の策定により、病床機能の転換を迫られ
る医療機関が発生する事が想定されます。たとえば、ある地
域の2025年の医療需要の将来推計において急性期病床が供給
過多になると判断された場合、同じ地域の他の医療機関よりも
急性期としての救急体制や診療実績が劣っていると評価され
た医療機関は、病床機能の変更を迫られる可能性があります。

② MRによる医療経営に役立つ各種経営情報の提供
医療機関が①のような病床機能の変更を回避し、現在のポ

ジショニングを維持するためには、外部・内部の環境につい
て客観的に分析したうえで、必要な施策を講ずることが求め
られます。ＭＲには、自身が担当するエリアの地域医療構想を

療養に分類されます。その姿を目指し、診療報酬改定等をテ
コに医療機関の機能分化を進める、そのための政策が実施さ
れています（図表1参照）。

（2）	医療機関の機能分化
①　�病床機能の報告と地域医療構想の策定により、医療機関
の機能分化が進む

2014年度（平成26年度）に診療報酬が改定されました。消
費税財源を活用して診療報酬本体にプラス0.1％を上乗せ、急
性期病床から受け皿病床への円滑な移行を進めるため、経過
期間中の費用補填を診療報酬に上乗せし、実質プラス0.15％
の改定率を実現、また、医療提供体制改革のための基金とし
て公費900億円を確保し、地域包括ケアを担う医療機関等への
支援も活用可能とする等、厚生労働省が考える「医療と介護の
連携」、「地域包括ケアシステムの構築」に向けた準備が整った
と思われます。

同じく、2014年度からスタートした「病床機能報告制度」に
よって、医療機関は、医師数、看護師数、患者人数、平均入
院日数、医療機器などの現状と6年後の予定を都道府県知事に

図表1　医療・介護機能の再編（将来像）

医療・介護機能の再編（将来像）

医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資

出典：厚生労働省　在宅医療・介護の推進について
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医療法等関連法を順次改正

2012年診療報酬・介護報酬の同時改定を
第一歩として実施

【2012（H24）年】 【2025（H37）年】

患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を通じて、より効果的・効率的な医
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正しく理解し、各医療機関が果たす機能の位置付けを推察し、
医療政策や打つべき施策に関する有用な情報を各医療機関の
経営層に提供することが求められると考えます。

（3）	地域包括ケアシステムの実現
① 地域包括ケアシステムとは

各市町村においては、2025年に向け、概ね30分以内に必要
なサービスが提供される日常生活圏域である中学校区を単位
に「住まい・医療・介護・予防・生活支援」が一体的に提供さ
れる「地域包括ケアシステム」の構築を目指しています。急性
期の医療機関を頂点とする、ピラミッド型のケアシステムを地
域単位で作ろうとする試みで、このケアシステムが実現すれ
ば、地域住民には大きなメリットがもたらされると考えられて
います（図表2参照）。

② �医療・介護等の一体的サービスを提供するための地域医
療連携推進法人制度（仮称）の創設

現在、複数の医療機関や社会福祉法人が出資し合って、1つ
の組織として運営する「地域医療連携推進法人制度（仮称）」
の創設について、活発な議論がなされています（図表3参照）。

この制度は、病院や社会福祉施設等の経営を効率化・高度
化するとともに、受け皿不足となっている回復期病床等を増や
し、在宅医療・介護分野を充実させる機能分化を進めること
等が目的です。

③ 製薬企業には地域医療に貢献する活動が求められる
地域包括ケアシステムの実現に貢献するため、製薬企業に

は医療・介護サービスを提供するすべての職種をつなぐ活動
が求められると考えられます。たとえば、患者の引継ぎ時に
は、医薬品の円滑な引継ぎが必要であり、そのための情報提
供が製薬企業には求められます。在宅医に引き継がれる時に
は、薬局も訪問薬局に引き継がれます。仮に、訪問薬局に指
定の先発薬がない場合には、他の先発薬に切り替えなければ

図表2　介護の将来像（地域包括ケアシステム）
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出典：厚生労働省　在宅医療・介護の推進について

認知症の人

介護の将来像（地域包括ケアシステム）

2025年の地域包括ケアシステムの姿

住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの実現により、重度な要介護状態となっても、住み慣
れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになります。

認知症は、超高齢社会の大きな不安要因。今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるため
にも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

人口が横ばいで75歳以上人口が急増する大都市部、75歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する町村部等、高齢化の進展状況には
大きな地域差を生じています。
地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や、都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくこ
とが必要です。

地域包括ケアシステムは、おおむね30
分以内に必要なサービスが提供される
日常生活圏域（具体的には中学校区）
を単位として想定
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いけなくなります。医療と介護では考え方も言葉も異なるた
め、薬の引継ぎ時においては、ＭＲが担当地域におけるチー
ム医療の形成に一役買うことも期待されると思います。また、
地域包括ケアシステムの構築においては、市町村と地域医師
会等が連携する必要がありますが、高齢化の進展状況に大き
な地域差があることや、医療機関が報告した医療機能の必要
量と都道府県が考える病床数が一致しない等が理由で、必ず
しもうまくいっていないという印象を受けています。地域包
括ケアシステム実現の要となる地域ケア会議の推進に向けて、
ＭＲには自社独自のルートで入手した個別事例の提供や、地
域ごとの医療・介護ニーズや人口動態等を分析した情報を提
供する等の後方支援が期待されると想定されます。

④ 地域医療連携推進法人による医薬品購買の集約・一本化
地域医療連携推進法人が創設され浸透した場合、地域医療

連携推進法人において医薬品の購買窓口を集約・一本化し、
採用権・価格交渉権でバイイングパワーを発揮しようとする動
きが主流になるのでないかと考えます。ある疾患に関する医薬
品の銘柄が地域医療連携推進法人内の医療法人や社会福祉法
人で統一され、結果、自社製品の採用がなくなるかもしれま

せん。製薬企業においては、地域医療連携推進法人制度の創
設に関する議論のゆくえを常にウォッチすると共に、各地域に
おける地域医療連携推進法人設立の可能性に関して具体名を
挙げて検討し、設立された場合、購買の意思決定がどこにな
るのかを想定した活動が求められます。仮に、購買の意思決
定権が集約・一本化された場合、意思決定先は所長や中堅ク
ラスが担当し、医療経営に関する各種の情報提供を行いつつ、
商圏を獲得する活動が期待されます。一方でＭＲにおいては、
地域の医療・介護サービスを提供するすべての医師や薬剤師
等に、適切な医薬品情報を提供するという役割が期待される
と考えます。製薬企業においては、グループ病院やチェーン
薬局との取引に近い形が求められる様になると考えます。

2.	�データヘルス計画の実行により、保険者による医療機
関の選択が進む可能性がある

政府が2013年（平成25年）6月に閣議決定した「日本再興戦
略」に盛り込まれたデータヘルス計画は、保険者により平成26
年度中に策定され、平成27年度から第一期が実行されます。
加入者の健康作りや疾病予防、重症化予防をより費用対効果

図表3　地域医療連携推進法人（仮称）設立の効果・メリット（イメージ）

地域医療連携推進法人（仮称）設立の効果・メリット（イメージ）
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の高いものにするために、特定健診やレセプト等から得られる
情報を分析し、効率的・効果的な保険事業をPDCAサイクル
で実施する事業計画です。

このデータヘルス計画の実行により、保険者による医療機
関の選択が進む可能性があると考えられます。保険者が、保
険事業の実施計画において疾病予防に関する受診促進や受診
勧奨の目標値を設定し、その目標を達成するために、レセプト
データ等の分析で明らかになった専門医や高い実績を有する
医療機関を加入者に紹介することが想定されるためです（図表
4参照）。

3.	医療機関における訪問規制や接待規制による影響

（1）	医師によるマルチチャネルを通じた情報収集の活発化
医療機関においては、MRの訪問規制や接待規制が導入さ

れており、MRが医師と会い、医薬品に関する情報を提供する
機会は減っています。その一方で、医師は、ｅディテールや
Web講演会、医療系SNS等のマルチチャネルを通じた情報収
集を積極的に行うようになっています。

（2）	MRとマルチチャネルの組み合わせによる情報提供
今後もマルチチャネル化は進んでいくと考えられますが、

MRの役割がなくなるわけではありません。筆者が以前に支援
したプロジェクトでの市場調査によれば、マルチチャネルを活
用する医師の多くは、MRからも情報提供を受けています。し
たがって、MRには、担当する医師の医薬品処方ドライバーを
正しく理解し、どの情報源からどのような情報を得るのかを具
体的に把握した上で、それに応じたアプローチを取ることが
求められます。医師がマルチチャネルを活用する時間帯を把
握しておくことも有効と考えます。担当する医師は、朝の診察
前に情報を収集するのか、それとも帰宅後の深夜に行うのか
等です。医師がマルチチャネルにアクセスする時間帯にメール
を送り、関連するWeb講演会の案内や、面談のアポイントを
とることで、医師の関心事に応える、適切な情報提供を行うこ
とが可能になると考えます。

4.	医薬品マーケットの変化

（1）	製薬企業はニッチ・スペシャリティ領域の製品に注力
近年の製薬企業の新薬開発傾向を分析してみると、がん、

図表4　「データヘルス計画」の実施範囲（イメージ）

○ 共通基本分析（レセプト管理・分析システムで対応可能：平成26年4月より稼働予定）

・健診・レセプトデータの分析による組合・事業所の健康特性把握
・レセプト分析による組合・事業所の医療費特性把握
・意識づけ、保健指導等のための分析

○ 健康課題、事業目的の明確化

○ 目標設定

○ 全般的・個別的な情報提供による意識づけ

・自ら健診結果の内容や相対的な位置づけについて認識を持ってもらう
・個々人の状況に応じた健康増進活動の勧奨や受診勧奨

「梅」

○ 特定健診・特定保健指導

○ 効果測定

※ 「松」「竹」「梅」は事業範囲の広さのイメージを示すものであり、制度上の用語ではない。
出典：厚生労働省　データヘルス計画の推進について

○

○ 重症化予防などの費用対効果の
観点等を踏まえた保健事業の実施

「梅」○

○ 加入者（当面は被保険者中心でも可）を相当程度網羅的に
カバーした、リスク別の健康管理（それぞれに応じた保健
事業の実施）

「梅」レベル

「松」レベル「竹」レベル

「データヘルス計画」の実施範囲（イメージ）

各保険者において、身の丈に応じた事業範囲（レベル）で計画策定・実施

梅レベルの計画策定については、事例集とモデル計画により自前で作れることを想定



6

© 2015 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG 
International”), a Swiss entity. All rights reserved.

KPMG Insight  Vol. 11 / Mar. 2015

経営トピック③

血友病、Ｃ型肝炎、肺高血圧症、パーキンソン病等、数10億
から200億円前後の中規模医薬品市場の疾患を対象とした製品
が目立ちます。今後もこの流れが続き、医薬品マーケット主流
は、ニッチ・スペシャリティ領域にシフトしていくと想定され
ます。

（2）ＭＲには患者単位での医薬品情報提供が求められる
製薬企業の参入領域・製品の変化に伴い、MRには、これま

でのSOV（Share of Voice）という活動量ベースではなく、質を
重視した活動、具体的には、患者単位でのより深く専門的な
情報の提供、エビデンスの創出と臨床現場へのフィードバック
が期待されます。これらの高度な専門性に応えるために、複
数の領域・製品を担当するMRに加えて、領域・製品特化型

MRを採用する製薬企業が増えていくのではと考えます。

Ⅱ 製薬企業の営業課題

1.	営業課題の要約

ここまでは、製薬業界を取り囲む環境変化ごとに主な営業
課題を述べてきましたが、フレームワークを用いて整理すると
図表5のとおりとなります。

図表5　国内市場における環境変化と営業課題に関する討議 

医師とMRとマルチチャネルを繋ぐITの整備
医師の医薬品情報収集に関する行動全般を一元管理できるデータベースの構築と
ipad等のタブレットを通じたＭＲへの情報発信

出典：KPMGコンサルティング作成

支店・営業所において使用する各種テンプレートの作成
成功事例を全社に展開、全社視点で成果を底上げ

営業利益の効率的確保
地域、医療機関等のセグメント軸での売上と費用の分析と改善活動
KPIの設定、ダッシュボードの構築、支店長・営業所長主体の定期会議

地域単位でのきめ細かい調査・分析および予測等の実施
地域密着型MR活動の後方全般支援

変化する地域医療への対応
小回りのきく現場主体の組織

ジェネラルMRとニッチ・スペシャリティ領域・製品特化MRを合わせた体制
営業所長、中堅クラスをリーダーとした地域単位でのチーミング
地域医療連携推進法人による医薬品購買の集約・一本化、在宅医・訪問薬局の対
応体制の構築

MRとマルチチャネルの組み合わせによる医薬品情報提供の実現
医師の処方ドライバーをセグメンテーションし、マルチチャネルを構築

営
業
課
題

将来予測に基づくターゲティング

マルチチャネルの進化

ハイブリット営業組織体制

営業現場に多くの権限

支店・営業所における
マーケティング機能の充実

営業管理会計の強化

MR向けチェンジマネジメント

営
業
組
織
改
正

本社企画部門による
支店・営業所の支援

営業系 IT の整備

これまでの医薬品購入データや市場調査等の情報に、各地域における医療機関の
将来の機能ポジショニングを予測した情報を加味したターゲティング

エリアマーケティングの強化

営業課題の整理

各地域における地域包括ケアシステムの構築の進捗と実現の姿を定性的・定量的
に分析・予測し、各地域の医療・介護への貢献と自社の経営目標達成を実現する
マーケティングプランの立案

会社の方針に対する営業現場の巻き込み、理解・協力の獲得
社内報による社長メッセージ発信、ミドルマネジメントワークショップ等の企
画・実施
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2.	エリアマーケティングの強化

前述のとおり、今後は厚生労働省の方針のもと、地域主導
で医療機関の機能分化と連携が加速していくと考えられます。
しかし、現状、高齢化の進展状況に大きな地域差があること
や、医療機関が報告した医療機能の必要量と都道府県が考え
る病床数が一致しない等の地域特性が生じており、各地域に
おける地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みの進捗は
様々です。したがって製薬企業には、これらの進捗と実現の
姿を定性的・定量的に分析・予測し、各地域の医療・介護に
貢献しつつ自社の経営目標を達成するエリアマーケティング戦
略の立案が求められています。

3.	将来予測に基づく施設ターゲティング

医療機関のターゲティングにおいては、各医療機関の医薬
品購入データや市場調査等の情報に、病床機能報告やデータ
ヘルス計画の実行による医療機関の選択状況等に基づいた、
各地域における医療機関の将来の機能ポジショニングの予測
を加え、自社の経営資源を中期的にどこに優先配分すべきか
を決定する必要があると考えます。

4.	マルチチャネルの進化

実際、医薬品処方ドライバーは個々の医師ごとに異なりま
す。信頼するMRからの情報提供、個人的に繋がりのある医師
の助言、Web講演会におけるKOL・AOLのエビデンスの発表
等、それぞれの割合で存在すると考えられます。これらに応
えるために、本社企画部門には、領域・製品ごとに、専門性
や勤務形態、ITリテラシー等を軸に医師をセグメンテーショ
ンし、セグメントごとにMRとマルチチャネルを組み合わせた
情報提供体制を構築することが期待されます。MRには本社が
整備した仕組みを活用して、担当する医師の医薬品処方ドラ
イバーに沿った情報提供活動を行うことが求められます。

5.	営業組織の改正

（1）	ハイブリット営業組織体制の採用
ニッチ・スペシャリティ領域に領域・製品ポートフォリオが

シフトするに伴い、全領域・製品を担当するジェネラル MRと
領域・製品特化MRを合わせたハイブリット営業組織体制を採
用する製薬企業が増えていくと考えられます。領域・製品特
化MRに関しては、本社マーケティングの直轄とする考え方も
ありますが、今後の地域単位でのチーム医療・介護に、自社
もチーミングして貢献するという前提に立つと、協業するジェ
ネラル MRとのより密なコミュニケーションが取りやすい支
店・営業所への配属が望ましいと考えます。なお、地域単位
のチーミングにおいては、市町村や地域医師会、地域医療連

携推進法人における医薬品購買の意思決定先を担当する営業
所長や中堅クラスがチームリーダーとして、MRを率いる形に
なると考えます。

製薬企業が地域の医療・介護に貢献するためには、在宅医
や訪問薬局等に対する医薬品の情報提供体制の構築も必要で
す。自社MRによる情報提供が望ましいと考えますが、製薬企
業の収益性の観点から見ると、在宅医や訪問薬局は小規模分
散型の顧客のため、MRあたりの生産性は低下しコスト増とな
り収益性が低下します。患者引継ぎ時のみMRによる情報提供
を行い、それ以降は原則としてマルチチャネルで対応するな
ど、医療・介護現場のニーズと自社の収益性を両立できる体
制の構築が必要になります。

（2）	営業現場に多くの権限を委譲
製薬企業が変化する地域医療に貢献する適切な医薬品情報

提供等を行うためには、前述のエリアマーケティング戦略の立
案、将来予測に基づく医療機関ターゲティング、エリア内での
リソースの再配置等に関する多くの権限を営業現場に委譲し、
小回りのきく組織で対応することが必要と考えます。

（3）	支店・営業所におけるマーケティング機能の充実
上記を実行するためには、きめ細かく正確な情報収集と分

析、予測等の作業が必要となります。そのためには、本社企
画部門と直結し、かつ現場の生の情報に直接アクセスできる
マーケティングスタッフを支店や営業所に配属する必要がある
と考えます。

（4）	本社企画部門による支店・営業所の支援
本社企画部門には彼らが使用する各種分析やプラン立案の

標準テンプレートの作成、支店や営業所の枠を超えた活動と
成果を分析し、成功事例を共有するワークショップ等を企画・
実施して全社の成果の底上げを実現する等、サポート役とし
ての役割が期待されると考えます。

（5）	MR向けチェンジマネジメントの実施
製薬企業がこれらの営業課題を解決するためには、営業現

場を巻き込み、彼らの会社方針に対する理解・協力を得るこ
とが不可欠です。そのためには、本社企画部門には、社内報
による社長メッセージの発信、営業部門トップによる現場座談
会、ミドルマネジメントレベルのワークショップ等の企画・実
施も期待されます。

6.	営業管理会計の強化

（1）	営業利益の効率的確保
ニッチ・スペシャリティ領域・製品へのシフトにより、今後

は研究開発費が年々増加すると考えられるため、営業部門に
おいても、より効率的に営業利益を確保することが期待されま
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す。ここ数年は、地域別や医療機関別の収益管理の必要性の
認識が浸透してきていますが、売上に関する詳細把握分析は
行うものの、利益についてはグロスで見ているというケースも
いまだに見受けられます。固定費と変動費の分離、固定費配
分基準の明確化等を行い、地域や医療機関等のセグメントに
おける売上と比較して、それぞれのセグメントにおける営業費
用までを含めた収益性を分析し、具体的な改善活動に結びつ
けることが期待されます。

（2）	ダッシュボードによる営業利益の見える化
営業利益の効率的確保を実現するためには、営業の活動と

実績を評価する適切な尺度をKPIとして設定し、KPIをマネジ
メントしていくうえで「見える化」の工夫をして、1つひとつ
の課題を解決していくことが重要となります。そのためには、
KPIの達成状況が一目でわかるダッシュボードを用いるのが
有効であると考えます。支店長や営業所長を主体とするミー
ティングにおいて、このツールを用いて月次・週次サイクルで
PDCAを回すという姿が望ましいと考えます。

7.	営業系ITの整備

（1）	医師とMRとマルチチャネルを繋ぐITの整備
MRがマルチチャネルを活用する医師に対して、有効的な情

報提供活動が行えるようになるためには、本社企画部門にお
いては、彼らをサポートするITの整備が求められます。具体
的には、医師の医薬品情報収集に関する行動全般を一元管理
できるデータベースの構築とipad等のタブレットを通じたMR
への情報発信です。これらには、医師とマルチチャネル、そ
してMRを繋ぐ機能が期待されます。

たとえば、このようなイメージです。医師がweb講演会に
登録した際には、その情報が担当MRに即時に共有され、タブ
レットで情報を確認したMRは、医師が登録したweb講演会の
内容を確認し、医師に登録のお礼メールを送ると共に、講演
会の概要を伝えます。医師の視聴をタブレットで確認した後
は、視聴の感想を伺う、ないしは、関連する情報を提供する
面談のアポイントをメールで申し入れる等です。

担当する医師の医薬品情報収集に関する行動特性は、医師
本人に尋ねるのが難しい場合も想定されるため、医師の要望
に沿う情報提供を最初から行うのは難しいかもしれません。
その場合には、上記のITを通じて得た医師の行動を分析す
ることで、情報提供の精度を高めていくことが可能です。医
師の秘書や医師と一緒に働いている看護師等から医師の行動
特性に関する情報を集め、これらとITを通じて得られた情報
を合わせて分析し、情報提供活動を改善していくこともでき 
ます。

なお、MRによる医師の行動特性分析と改善アクションの立
案・実行に関しては、前述したITもしくは支店・営業所のマー
ケティングスタッフにより基礎分析が行われ、それを参考に

MRが素案を作成し、営業所長・中堅クラスのコーチングで合
意したうえで、MRが実行するというPDCAサイクルを確立す
べきと考えます。

Ⅲ おわりに

本稿では、製薬企業が直面している主な環境変化と営業課
題を一般的に考察しています。実際、製薬企業各社において
は、自社が選択する領域・製品ポートフォリオに基づいた具
体的な環境分析と対策案を策定・実行されていることと存じ
ます。営業部門は、業を営むという文字のとおり、企業成長の
ドライバーとなる部門と筆者は考えています。本稿の内容が読
者の皆様に少しでも参考になり、製薬企業各社の成長に貢献
できれば幸いです。
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